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 防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第１３条の２第１項の規定に基づき報告し

ます。 

原子力事業所の

名称及び場所 

関西電力株式会社 美浜発電所 

福井県三方郡美浜町丹生６６号川坂山５－３ 

防 災 訓 練 実 施 

年月日 
２０１９年１０月１８日 

２０１９年２月１９日～ 

２０２０年２月１４日 

２０１９年４月２５日、 

８月３０日、８月３１日 

防災訓練のため

に想定した原子

力災害の概要 

全交流電源喪失、原子炉冷却機能の喪

失等により、原子力災害対策特別措置

法第１０条第１項および第１５条第１

項に該当する事象に至る原子力災害を

想定 

シビアアクシデント事象に

よる原子力災害を想定 

全交流電源喪失、原子炉

冷却機能の喪失等によ

り、原子力災害対策特別

措置法第１０条第１項お

よび第１５条第１項に該

当する事象に至る原子力

災害を想定 

防災訓練の項目 緊急時演習（総合訓練） 要素訓練 要素訓練 

防災訓練の内容 

以下の訓練内容を含むシビアアクシデン

トを想定した総合訓練を実施 

(1)要員参集訓練（本部運営訓練） 

(2)通報連絡訓練 

(3)緊急時環境モニタリング訓練 

(4)発電所退避誘導訓練 

(5)原子力災害医療訓練 

(6)全交流電源喪失対応訓練 

(7)アクシデントマネジメント対応訓練 

(8)原子力緊急事態支援組織対応訓練 

(9)その他 

ａ．後方支援活動訓練 

(1)緊急時環境モニタリング 

訓練 

(2)全交流電源喪失対応訓練 

(3)未適合炉想定での通報連

絡訓練 

(1)本部運営訓練 

(2)後方支援活動訓練 

防災訓練の結果

の概要 
別紙１のとおり 別紙２のとおり 別紙３のとおり 

今後の原子力災

害対策に向けた

改善点 

別紙１のとおり 別紙２のとおり 別紙３のとおり 

 
備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
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別紙１ 

 

 
防災訓練の結果の概要（総合訓練） 

 
 
１．訓練の目的 
本訓練は、美浜発電所原子力事業者防災業務計画および美浜発電所原子力防災訓練中期計画

（以下、「美浜中期計画」という）ならびに原子力事業本部原子力防災訓練中期計画（以下、

「事業本部中期計画」という）に基づき実施するものである。 
美浜発電所緊急時対策所（発電所対策本部）においては、美浜中期計画に基づき、インシデ

ントコマンドシステム1（以下、「ＩＣＳ」という。）に準じた指揮命令系統のもとにプラント

設備状態の把握、事故対応手順の確認、共通運用図2（以下、「ＣＯＰ」という。）を用いた情

報共有等により、発電所対策本部活動の習熟を図ることともに、以下の重点項目を実施し、対

応が適切に行えることを確認する。また、２０１８年度の訓練の反省事項を踏まえた改善策の

有効性を確認する。 
 

【美浜中期計画における重点項目】 

 ・発電所対策本部内の情報共有に必要な設備の設営 

・本店対策本部との共有方法の確認（２０１８年度の反省事項） 

 

また、原子力施設事態即応センター（本店対策本部（若狭））においては、事業本部中期計

画に基づき、発電所対策本部や、本店対策本部（中之島）、東京支社等と連携し、情報収集、

通報連絡、プレスや原子力規制庁緊急時対応センター（以下｢ＥＲＣ｣という。）への対応とい

った本店対策本部（若狭）活動の習熟を図るとともに、以下の重点項目を実施し、対応が適切

に行えることを確認する。また、２０１８年度の訓練の反省事項等を踏まえた改善策の有効性

についても確認する。 

 

【原子力事業本部における重点項目】 

・長期化対応を踏まえた引継ぎにスコープした訓練の実施 

  

                                                   
1 複数号機同時災害発生時等、情報等が輻輳するような状況下でも本部長（発電所長）の負担を軽減して的確な
判断、指示が行えるよう、米国等で導入されているＩＣＳ (Incident Command System)を参考として、号機ご
とに各機能班を統括する責任者を設定し、本部長（発電所長）の権限を委譲して対応する体制で事故制圧を図る

取組み。 
2 発電所対策本部、本店対策本部およびすべての支援機関・組織が効果的で一貫性のある意思決定をタイムリー
に行うためのまとめ情報。 
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２．実施日時および対象施設 
（１）実施日時 

２０１９年１０月１８日（金）１３：３０～１６：４０ 
（２）対象施設 

     美浜発電所 １～３号機 
 
３．実施体制、評価体制および参加人数 
  （１）実施体制 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（※） 統合原子力防災ネットワーク接続 
 
（２）評価体制 
   プレーヤ以外から評価者（美浜発電所および本店社員（委託先の協力会社社員含む））

を選任し、発電所対策本部および本店対策本部の活動における手順の検証や対応の実効

性などについて評価し、改善点の抽出を行う。 

また、訓練終了後には、訓練参加者（プレーヤ、コントローラー、評価者）にて振り

返りを実施し、訓練全体を通した意見交換および気付き事項を集約し、課題の抽出を行

う。 

（３）参加人数：２５９名 
〈内訳〉美浜発電所：１２７名     

（プレーヤ：社員１０４名、コントローラー：社員１６名、 

評価者：社員６名、社外１名） 

本店対策本部（若狭）：１２１名  

（プレーヤ：社員９９名、社外７名、コントローラー：社員８名 

評価者：社員６名、社外１名） 

本店対策本部（中之島）、東京支社：１１名 

（プレーヤ：社員８名、コントローラー：社員３名） 

  

派遣 

情報連絡 

通報連絡 
技術支援 

原子力規制庁

（ERC) 
（※） 

美浜発電所 

緊急時対策所 

（発電所対策本部） 

原子力施設事態 
即応センター 

（本店対策本部（若狭）） 

社 外 

関係機関 

通報連絡 

協力会社等 

 
美浜原子力緊急事態

支援センター等 

協力要請 

支援要請 

東京支社・ 
本店対策本部（中之島） 

情報連絡 状況報告 
質疑応答 
 

通報連絡 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 
全交流電源喪失、原子炉冷却機能の喪失などにより、原子力災害対策特別措置法（以下、

「原災法」という。）第１０条第１項および第１５条第１項に該当する事象に至る原子力災害

を想定する。 
【事象概要】 
時刻 １号機 ２号機 ３号機 

発災前 
・廃止措置中 

・使用済燃料ピットに燃料保管中 

・定格熱出力一定運転中 

・使用済燃料ピットに燃料保管中 

13:30 地震発生 

・Ａ－非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

発電機自動起動失

敗 

・Ａ－非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

発電機自動起動失

敗 

・地震発生により原子炉自動停止 

・Ａ-非常用ディーゼル発電機自動起動 

・Ｂ-非常用ディーゼル発電機起動失敗 

・Ａ-電動補助給水ポンプ自動起動 

・タービン動補助給水ポンプ自動起動 

・淡水タンク、２次系純水タンク使用不可 

13:35   ・使用済燃料ピット水位低下確認 

13:39 
・使用済燃料ピット

水位低下確認 

・使用済燃料ピット

水位低下確認 
 

13:40 
・空冷式非常用発電

装置起動不可 

・Ａ,Ｂ空冷式非常用

発電装置起動不可 
 

13:45 
  【警戒事象（ＡＬ２５全交流電源喪失の恐

れ）】 

13:50   ・Ａ,Ｂ空冷式非常用発電装置起動不可 

13:55   
・使用済燃料ピット水位 

ＥＬ３１．０ｍ未満 

14:10   

・タービン動補助給水ポンプ故障停止 

【警戒事象（ＡＬ２４蒸気発生器給水機能

喪失のおそれの判断）】 

14:20   

・電動補助給水ポンプ故障停止 

・全蒸気発生器狭域水位０％未満 

【原災法第１０条事象（ＳＥ２４蒸気発生

器給水機能の喪失）】 

14:30 

・使用済燃料ピット

温度指示計故障（指

示ダウン） 

・使用済燃料ピット

水位指示計故障（広

域、狭域指示ダウ

ン） 
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時刻 １号機 ２号機 ３号機 

14:40 

・使用済燃料ピット

水位低下停止 

 

・原子炉冷却材漏えい（大ＬＯＣＡ）発生 

・Ａ、Ｃ-充てん／高圧注入ポンプ起動失敗 

・Ａ-余熱除去ポンプ起動失敗 

【警戒事象（ＡＬ４２単一障壁の喪失また

は喪失の可能性）】 

【原災法第１０条事象（ＳＥ２１ＬＯＣＡ

時におけるＥＣＣＳによる一部注水不

能）】 

【原災法第１５条事象（ＧＥ２１ＬＯＣＡ

時におけるＥＣＣＳによる注水不能）】 

・格納容器スプレイ作動設定値到達 

A系-格納容器スプレイポンプ自動起動 

14:45 
・空冷式非常用発電

装置復旧 
  

14:50 
・使用済燃料ピット

隔離完了 
  

14:55   
【警戒事象（ＡＬ３０使用済燃料ピット冷

却喪失のおそれの判断）】 

14:59   
・Ａ系格納容器スプレイ系-Ａ系余熱除去系

タイラインによる炉心注入開始 

15:04   ・ＣＶ再循環サンプ水位５９％以上到達 

15:05   
・使用済燃料ピット漏えい箇所隔離完了・水

補給開始 

15:10   

・Ａ-非常用ディーゼル発電機故障停止 

（ＳＢＯ） 

・Ａ系格納容器スプレイ系-Ａ系余熱除去 

系タイラインによる炉心注入停止 

15:11   
・１ｕ空冷非常用発電装置を使用した号機 

間融通失敗 

   ・２５条通報 

15:20 

・使用済燃料ピット

区域仮設エリアモ

ニタ故障（指示ダウ

ン） 

  

15:40   

・炉心出口温度３５０℃到達 

【原災法第１０条事象（ＳＥ４２ ２つの障

壁の喪失）】 

【原災法第１０条事象（ＳＥ２５全交流電

源喪失の状態が 30分間以上継続）】 
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時刻 １号機 ２号機 ３号機 

15:42  

・Ｂ-空冷式非常用発

電装置 

復旧⇒起動 

・２ｕ空冷式非常用発電装置を使用した号 

機間融通開始（電源回復） 

15:44   

・恒設代替低圧ポンプを使用した炉心注入 

・原子炉下部キャビティ注水ポンプを使用

した格納容器スプレイ 

15:50   
・Ｂ-非常用ディーゼル発電機復旧→起動 

・Ｃ-海水ポンプ起動 

15:55 

・使用済燃料ピット  

区域本設エリアモ

ニタ故障（指示ダウ

ン） 

 

・Ｂ-余熱除去ポンプ起動 

・恒設代替低圧ポンプを使用した炉心注入

停止 

16:05   

・Ｂ系-格納容器スプレイポンプ起動失敗 

・原子炉下部キャビティ注水ポンプを使用

した CVスプレイ継続 

   ・２５条通報 

 
５．防災訓練の項目 
  緊急時演習（総合訓練） 
 
６．防災訓練の内容 
プレーヤへ訓練シナリオを知らせないシナリオ非提示型訓練（ブラインド訓練）にて実施し

た。また、プラント状況等の付与については、安全パラメータ表示システム（以下、「ＳＰＤ

Ｓ」という。）を用いて訓練モードのパラメータを使用し、訓練を実施した。 

（１）要員参集訓練（本部運営訓練） 
（２）通報連絡訓練 
（３）緊急時環境モニタリング訓練 
（４）発電所退避誘導訓練 
（５）原子力災害医療訓練 
（６）全交流電源喪失対応訓練 

（７）アクシデントマネジメント対応訓練 
（８）原子力緊急事態支援組織対応訓練 
（９）その他 
ａ．後方支援活動訓練 
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７．訓練結果の概要および個別評価 
（１）要員参集訓練（本部運営訓練） 
［結果］ 

ａ．発電所対策本部 

・本部活動に係わるマニュアルに基づき、平日昼間の原子力防災要員が地震の発生連絡

により遅滞なく緊急時対策所に参集し防災体制を確立するとともに、発電所対策本部

内の情報共有に必要な設備の設営を実施することができた。 

・ＩＣＳに準じた指揮命令系統に基づき、発電所対策本部各班からの発電所対策本部長等へ

の報告および発電所対策本部各班に対する発電所対策本部長等からの指揮・命令がで

きた。 

・発電所対策本部においては、美浜３号機再稼動後の設備構成等を踏まえた、プラント

状況をまとめたＣＯＰ（共用運用図）を基に、発電所対策本部情報共有会議を行い、

必要なプラント状況の情報共有、事故制圧ための対策方針決定および各機能班への指

示ができた。 

・ＴＶ会議専任者は、把握したプラント状況・機器故障情報、決定した事故収束戦略、

負傷者情報等を、ＴＶ会議システム、ＣＯＰおよびＳＰＤＳを用いて本店対策本部

（若狭）に遅滞なく共有できた。（２０１８年度の課題に対する改善事項について

は、８．（２）ａ．に示すとおり実施できた。） 

 

ｂ．本店対策本部（若狭） 
・本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルに基づき、平日昼間における要員

が、地震の発生連絡により遅滞なく緊急時対策室に参集し、防災体制を確立するとと

もに、各機能班の活動を開始した。 

・本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルに基づき、社内ＴＶ会議、電話会

議、ＣＯＰおよび災害時対応ＤＢを用いた発電所との情報共有ならびにＩＣＳに準じ

た指揮命令系統に基づき、本店対策本部（若狭）内の情報共有および事故収束戦略検

討の支援を適切に行うことができた。 

また、オフサイトからの要求事項（避難用車両の派遣要請等）を付与情報として与え、本店対

策本部（若狭）による支援対応の検討を行ったが、適切に回答対応を行うことができた。 

・特に、情報共有については、発電所対策本部から送付される改善したＣＯＰおよび使

用済燃料ピット状況報告様式を用いて本店対策本部（若狭）内と発電所対策本部が円

滑に情報共有を行うことができた。 

また、関係箇所（本店対策本部（中之島）、東京支社）とＣＯＰ等を用いて情報連携

することで、遅延なく情報発信できた。 

・長期化対応として、機能班において要員交代に係る引継書を作成した。 

 

［評価］ 

ａ．発電所対策本部 

・本部活動に係わるマニュアルに基づいて対応した結果、原子力防災要員の緊急時対策所

本部への参集および発電所対策本部の体制確立が問題なく実施できることを確認し

た。 
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 ・発生した原子力災害事象に対して、本部活動に係わるマニュアルに基づき、情報共

有、事故収束戦略の検討および各機能班に対し指示が問題なく実施できることを確認

した。 

 ・本部活動に係わるマニュアルに基づき、ＴＶ会議専任者は、把握したプラント状況・

機器故障情報、決定した事故収束戦略、負傷者情報を、ＴＶ会議システムおよびＣＯ

Ｐを用いて本店対策本部（若狭）に遅滞なく共有できることを確認した。 

・以上のことから、本部活動に係わるマニュアル、対応設備およびプレーヤの行動に問

題はなかったものと評価する。 

 

ｂ．本店対策本部（若狭） 

・ＣＯＰ等を活用した発電所対策本部との情報共有および外部関係個所への情報発信に

ついて、本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルおよびＣＯＰ等の様式に基

づき、概ね適切に実施できたことから、マニュアル、対応設備およびプレーヤの行動

に問題はなかったものと評価する。 

 

（２）通報連絡訓練 
［結果］ 

・発電所対策本部情報班員は、プラントパラメータ、機器故障、構内被災および負傷者に係

る情報により、事故および被害状況を把握するとともに、通報連絡に係わるマニュアルに

基づき、警戒事態該当事象（以下、「ＡＬ」という。）、施設敷地緊急事態該当事象（以

下、「ＳＥ」という。）、全面緊急事態該当事象（以下、「ＧＥ」という。）および応急

措置に係る通報連絡票を作成し、あらかじめ定められている連絡系統に基づいて通報連絡

および着信確認が実施できた。 

・各ＡＬ、ＳＥ、ＧＥの通報については、全て１５分以内に実施することができた。 

・２５条報告については、２報の発信を行い、初報の通報については、ＳＥに係る通報を実

施してから、１時間以内に通報を実施することができた。 

第２報目については、２５条報告の初報通報後、１時間１５分で通報を実施することがで

きた。 

［評価］ 

・上記通報連絡が問題なく実施できており、通報連絡に係わるマニュアル、対応設備および

プレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 

 
（３）緊急時環境モニタリング訓練 

［結果］ 

・発電所対策本部放射線管理班員は、緊急時環境モニタリング指示に基づく必要なモニタリング

ポイントへの測定機器の配備・測定を、緊急時環境モニタリングに係わるマニュアルに基づき実

施し、測定結果についてＣＯＰ等を用いて発電所対策本部内に情報共有できた。 

［評価］ 
・上記モニタリングが問題なく実施できており、緊急時環境モニタリングに係わるマニュア

ル、対応設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 
 

（４）発電所退避誘導訓練 
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［結果］ 

・発電所対策本部総務班の退避誘導員は、退避誘導に係わるマニュアルに基づき、発電所内の

緊急事態応急対策等の活動に従事しない者に対して、構内放送装置を用いて発電所構内退

避時集合場所への一時退避を指示することができた。  
・発電所対策本部総務班の退避誘導員は、退避誘導に係わるマニュアルに基づき、集合した一

時退避者に対してプラント状況を簡潔かつ正確に説明できた。 
・発電所対策本部安全管理班員は、警戒体制の発令を受けて、本部活動に係わるマニュアル

に基づき、正門守衛所に対して発電所への立入制限措置指示が実施できた。 
 ［評価］ 
・上記避難誘導、構内入域制限に係る活動が問題なく実施できており、退避誘導および本部

活動に係わるマニュアル、対応設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価す

る。 

 
 （５）原子力災害医療訓練 
［結果］ 

・３号機管理区域内の階段で、避難中の負傷者２名を模擬し、救急対応に係わるマニュアル

に基づき、発電所対策本部総務班は負傷者の救出、発電所対策本放管班部は汚染検査およ

び除染、汚染拡大防止措置を講じるとともに発電所内緊急医療処置室への搬送、応急措置

(医療機関への搬送は想定)ができた。 

  ・放射性物質の汚染を伴わない負傷者の発生も模擬し、応急措置(医療機関への搬送は想定)

ができた。 

・傷病者の発生に対して、発電所対策本部および本店対策本部への負傷者に関する情報の共

有ができた。 

［評価］ 
・上記負傷者に係わる対応が問題なく実施できており、救急対応に係わるマニュアル、対応

設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 

  

（６）全交流電源喪失対応訓練 
［結果］ 

・発電所対策本部の指示により、事故対応に係わるマニュアルに基づき、防災要員は３号機

の全交流電源喪失時における電源を確保するため、予備変圧器２次側ケーブルを使用した

２号機からの号機間電源融通に関する現場操作(２号機空冷式非常発電装置の起動は実

働、その他は模擬)ができた。 

［評価］ 
・上記全交流電源喪失時の対応が問題なく実施できており、事故対応に係わるマニュアル、

対応設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 
 

（７）アクシデントマネジメント対応訓練 
［結果］ 

・発電所対策本部は、事故対応に係わるマニュアルに基づき、ユニット指揮者を中心とし

て、使用可能な設備・機能の把握、事故収束戦略の立案、対策の有効性および実施可否の

確認・判断を実施できた。 
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  [評価］ 

・上記アクシデントマネジメントの対応が問題なく実施できており、事故対応に係わるマニ

ュアル、対応設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 

 

（８）原子力緊急事態支援組織対応訓練 
［結果］ 

・本店対策本部（若狭）から美浜原子力緊急事態支援センターへ、特定事象発生連絡や必

要な支援要請（要員、無線資機材）について連絡ができた。 

［評価］ 

・美浜原子力緊急事態支援センターへの支援要請に係る必要な情報連絡について、原子力

緊急事態支援組織の運営に係る協定等に基づき問題なく実施できており、協定等および

プレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 
 

（９）その他 
ａ．後方支援活動訓練 

［結果］ 

・原子力事業者間協定に基づき、本店対策本部（若狭）から事業者間支援連携先である 

日本原子力発電へ実連絡し、発災状況、原子力事業所災害対策支援拠点の設営場所等

の必要事項を伝達できた。 

［評価］ 

・原子力事業者間協定に基づく連絡対応、後方支援拠点設営の初期対応について、後方

支援拠点の運営に係るマニュアルに基づき問題なく実施できており、マニュアル、通

信設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 

 

８．訓練の総合評価および前回の訓練課題の改善結果 
（１）訓練の総合的な評価 

ａ．発電所対策本部 
［検証項目］ 
 ・ＩＣＳに基づく指揮命令系統に基づき、各機能班から、プラント状況、機器復旧情報等

の報告が発電所対策本部に実施され、発電所対策本部から各機能班に対する事故制圧に

関する指示がされているか確認する。 
・ＴＶ会議専任者がＣＯＰ・ＳＰＤＳを活用して、本店対策本部（若狭）へプラント状況・機器故障

情報・負傷者情報の把握・事故収束戦略の検討結果について情報共有を実施していること

を確認する。 
・１．に示す美浜中期計画における重点項目が問題なく実施できることを確認する。 

 ・８．（２）に示す２０１８年度の課題に対する改善事項について確認する。 
［検証結果］ 
・ＩＣＳに基づく指揮命令系統に基づき、各機能班から、プラント状況、機器復旧情報等

の報告が発電所対策本部に実施され、発電所対策本部情報共有会議を行い、事故制圧た

めの対策方針決定および各機能班への指示できていることを確認できた。 
・ＴＶ会議専任者がＣＯＰ・ＳＰＤＳを活用した、本店対策本部（若狭）への情報伝達の実施につ

いては７．（１）[結果]ａ参照。 

10



 
・美浜中期計画における重点項目のうち、発電所対策本部内の情報共有に必要な設備の設

営については、７．（１）[結果]ａ参照。 
・美浜中期計画における重点項目のうち、本店対策本部との共有方法の確認（２０１８年

度の反省事項）については、８．（２）ａ参照 
・２０１８年度の課題に対する改善策の確認については、８．（２）ａ参照。 
・上記のとおり、美浜中期計画における重点項目が問題なく実施でき、２０１８年度訓練

において抽出された課題に対する改善策の確認できたものの、発電所対策本部内の連携

および本店対策本部（若狭）との連携について新たな課題として確認されたことから、

今後これらに対して改善を進めていく必要がある。（９．（１）に原因と対策） 
 

  ｂ．本店対策本部（若狭） 
［検証項目］ 
・発電所対策本部との情報連携の改善として、情報伝達漏れに係るチェック機能がマニュ

アルに基づき適切に実施され、あらかじめ定めた情報についてチェック漏れがないこと

を確認する。 
・社外持ち出し資機材の事前操作漏れの改善として、原子力事業所災害対策支援拠点への

派遣要員の初動対応（資機材準備）において、マニュアルに基づきパソコン持ち出し時

の事前操作が確実に実施できることを確認する。 
・基本動作の定着として、ＥＲＣとの情報連携に際して良好事例／改善事例の事前教育結果に基

づき、ＥＲＣ連携訓練後の振り返りにより効果を確認する。 

・１．に示す事業本部中期計画における重点事項が問題なく実施できることを確認する。 
［検証結果］ 
・即応センター情報チームの要員にＴＶ会議専任者が発話する情報の情報漏れをチェック

する役割を設け、訓練において適切にチェック活動が実施できていることが確認した。

（８．（２）ｂ．負傷者情報の入手遅れ） 

・社外へパソコンを持ち出す運用が必要な活動全てにおいて、社外派遣者の初動対応に係

わるマニュアルに明記したことで、マニュアルに基づくパソコン持ち出し時の事前操作

が確実に実施できていることを確認した。（８．（２）ｂ．中核施設（現地本部）での資

機材準備不備） 

・ＥＲＣへの情報提供については、訓練前にＥＲＣ説明者等へ「良好事例／改善事例集」

による教育を実施したことで、説明における基本動作が概ね実施できていたが、基本動

作の習熟、説明体制およびＱＡ対応については一部スムーズな説明ができておらず、課

題として抽出した。（９．（２）参照） 

・事業本部中期計画における重点事項である長期化対応を踏まえた引継ぎにスコープした

訓練の実施については、長期化対応として本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュ

アルに基づき、要員交代に係る引継書を作成し、訓練後のアンケートにより引継書様式

の記載事項が適切であることを確認した。 

 

［総合評価］ 
・「美浜中期計画」および「事業本部中期計画」に基づいた訓練計画の策定および訓練を実

施した結果、ＥＲＣとの情報連携や通報連絡訓練において一部課題が確認されたものの、

その他の発電所対策本部および本店対策本部における本部運営訓練、発電所における緊
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急時環境モニタリング訓練、発電所退避誘導訓練等の各種訓練項目および本店における

発電所支援（他電力への応援要請、原子力緊急事態支援組織の要請など）活動等につい

ては、各種マニュアル等に基づいた対応が行なわれ、整備しているマニュアル、対応設

備およびプレーヤの行動に問題がないことが確認できた。このことから、保安教育等の

机上教育および各種要素訓練を通じ、原子力防災要員の力量が維持されていると評価す

る。なお、今回の訓練において抽出されたＥＲＣとの情報連携等、複数の課題について

は、今後改善を進めていく必要がある。（９．参照） 

・前回訓練において抽出した課題に対する改善状況について、ＥＲＣとの情報連携におい

て一部課題が確認されたものの、その他の課題については、対策の効果が確認できてお

り、ＰＤＣＡサイクルが機能し、防災対応能力の継続的な改善が図られていると評価す

る。（８．（２）参照） 

・以上から今回の訓練にて、今後に向けた課題が抽出されたものの、「美浜中期計画」およ

び「事業本部中期計画」を踏まえた訓練目的は、概ね達成できたと評価する。 

 
（２）前回の訓練課題の改善点の確認 

 ａ．美浜発電所 
前回の訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況および今後の対応 

（課題） 
本店対策本部（若狭）に対して、負

傷者情報等について、遅滞なく報告す

べきところ、次回の全社会議に報告す

るまでの間、報告しなかった。 

（原因） 
発電所対策本部各班から発電所本部

内への報告は、遅滞なく実施されてお

り、TV会議専任者はその内容が電話会

議システムを通じて本店対策本部（若

狭）へ既に共有されているものと判断

していたため、負傷者情報等について

は、次回の全社会議時に話することで

問題ないと判断した。 

その結果、報告が遅れた。 

 

（対策） 

発電所対策本部各班からの報告事項のう

ち、遅滞なく本店対策本部（若狭）と共有す

べき負傷者情報等について、ホワイトボード

に個別に記載するようにした。 

また、TV会議専任者がホワイトボードを

確認しやすいよう、TV会議専任者の席の位置

を変更した。 

TV会議専任者は各機能班からの報告および

ホワイトボード記載事項のうち遅滞なく共有

すべき情報は、本店対策本部（若狭）へ発話す

ることについて防災業務チェックシートに反

映した。 

（結果） 

本店対策本部（若狭）と共有すべき負傷者情

報等について、TV会議専任者は遅滞なく本店

対策本部（若狭）へ報告ができた。 
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  ｂ．本店対策本部（若狭） 

前回等の訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況および今後の対応 
［2019.2 美浜訓練］ 
（課題） 
負傷者の発生状況について、発電所対策

本部からの情報入手の遅れ、ＥＲＣへの報

告遅れが生じた。 
（原因） 
発電所のTV会議専任者の発話情報を補

足するものとして、発電所対策本部内の状

況を電話会議音声から拾う役目であるＰＳ

ウォッチャー（本店対策本部、即応センタ

ー情報チーム）においては、発電所対策本

部内での負傷者情報を聞き取れず、TV会議
専任者からの発話は次回の全社情報共有会

議時で、情報を入手した。 
（対策） 
即応センター情報チームにおいては、収

集すべき情報が漏れていたことを踏まえ、

発電所の TV会議専任者の発話情報を補足
するものとして、電話会議音声だけでな

く、社内ＤＢからの情報収集について、情

報フロー、担当者を明確化し、TV会議専
任者の発話が漏れた場合におけるチェック

機能を充実させる様な対策を講じる。 

（対策） 
即応センター情報チームにおいては、収

集すべき情報が漏れていたことを踏まえ、

発電所の TV 会議専任者の発話情報を補足
するものとして、発電所対策本部内全体の

音声を別チームにおいてメモ化し、これを

即応センター情報チームにおける TV 会議
専任者の発話メモと比較し、情報漏れをチ

ェックする役割をホワイトボード係に設

け、即応センター情報チームの活動に係わ

るマニュアルに反映した。 
なお、チェック対象の情報については、情

報の重要性、他ルートでの情報入手の多様

性および実行性を考慮し、速報を TV 会議
専任者の発話に頼る「EAL実績」「負傷者
情報」に限定することとした。 
（結果） 
情報連携漏れのチェックが、マニュアル

にもとづき実施できていた。  
「ＥＡＬ実績」、「負傷者情報」に係る

チェック漏れを実施できたとともに、「Ｅ

ＡＬ実績」、「負傷者情報」に係るＥＲＣ

への報告漏れはなかった。 
以上より、今回の発電所対策本部との連

携の改善策の活動は十分に実施できてい

た。  
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前回等の訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況および今後の対応 

［2019.2 美浜訓練］ 
（課題） 
中核施設（現地本部）の本部施設立ち上げ

において、現地本部の資機材であるパソコ

ンに関して、一部が起動できなかった。 
（原因） 
現地本部の資機材であるパソコンは、利

用者本人が、利用しようとする前に、利用

登録を、社内ＬＡＮに接続した状態で実施

する必要がある。 
今回、中核施設（現地本部）を設置した美

浜整備センターには社内ＬＡＮ環境がない

ため、中核施設（現地本部）で使用するパソ

コンを本店対策本部（若狭）から移動する

前に初回の利用登録を行う必要があった

が、本運用についてマニュアルへの明記が

なく、一部の要員が実施できていなかった。 
 

（対策） 
中核施設（現地本部）の本部施設立ち上

げにおいて、要員派遣前に必要な事前準備

および代替措置について、マニュアルに明

記した。 
また、同様の事象が発生する可能性のあ

る、社外へパソコンを持ち出す運用が必要

な活動についても、同様に関連マニュアル

に明記した。 
（結果） 

現地支援チームの要員派遣時の資機材

持出しにおいて、マニュアルに基づき資機

材持出時のパソコン操作を実施した。 
本対策により、中核施設に持ち出した

パソコンが起動できるようになることか

ら、前回訓練の課題対策が十分に実施でき

ていることを確認した。 
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前回等の訓練における今後の改善点 今回の訓練への反映状況および今後の対応 

［2019.4大飯高浜要素訓練］ 
（課題） 

複数サイト発災時のＴＶ会議運用の改善

として、緊急情報を適時カットインし、遅

滞なくＥＲＣへ報告できたものの、「発電

所」「号機」の異なる情報が都度カットイ

ンされるため、情報輻輳時には、ＥＲＣ側

（受け手側）に対して、より分かりやすい

説明方法として、基本動作（発電所名・号

機の発話、重要な情報が伝達されたことの

確認等）の定着が必要であるものの、今回

プレーヤの対応で一部、基本動作の漏れが

あった。 
（原因） 

ＥＲＣ説明者２名のうち、１名は初めて

のＥＲＣ連携訓練のプレーヤであった。 
基本動作（発電所名・号機の発話、重要

な情報が伝達されたことの確認等）は概ね

実施できており、当人の認識漏れ等がある

わけではない。 
基本動作については、既にマニュアルに

定めているものの、人を相手に分かりやす

く説明する行為であることから、ケースバ

イケースで対応すべき場面もあり、プレー

ヤ本人の経験、判断に頼る部分もあり、Ｅ

ＲＣ説明の対応において、あるべき姿が分

かりにくい面があった。 
 

 
（対策） 
基本動作の定着策として、ＥＲＣ説明の

運用に関して「良好事例／改善事例集」を

作成し、ＥＲＣ説明者等への教育を行っ

た。 
（結果） 
即応Ｃ情報チームによるＥＲＣプラント

班への説明について、下記の視点で基本動

作の定着状況を確認し、概ね実施できてい

た。 

ａ．必要な情報（事故・プラント状況、進

展予測・対応戦略、戦略の進捗、ＥＡ

Ｌ判断理由）の説明。  

ｂ．定期的（１時間毎を目安）な俯瞰説明

（ａ．関連）。  

ｃ．緊急情報（ＳＥ・ＧＥ、事故収束戦

略、負傷者情報）のカットイン。  

ｄ．資料等（ＥＲＣ備付け資料、書画装置

（メモ）、ＥＲＳＳデータ、ＣＯＰ）

の活用による視覚的な分かりやすさ。  

ｅ．ＣＯＰ手書き更新による説明資料の最

新化。  

ｆ．明確な発話（サイト名、号機、時

刻）、書画使用時のブレ防止、ピント

調整。  

ｇ．数字を含む重要な情報（ＥＡＬ実績時

間等）は、「メモ（書画）併用」また

は「発話の繰り返し」。 

 

なお、基本動作として、概ね実施できて

いるものの、ＥＲＣプラント班アンケート

を踏まえて、発話ミスの低減など、更なる

良好事例、改善事例の蓄積等により、基本

動作の習熟を図る必要がある。（継続実

施） 
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９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 
今回の訓練において、新たに抽出された課題と改善点は以下のとおり。 
（１）美浜発電所  

ａ．発電所対策本部内の連携の改善 
［７．（１）要員参集訓練（本部運営訓練）での改善］ 

問題：発電所対策本部指揮者からの問いかけに対し、機能班から問いかけに対する返

答が聞こえず、問いかけの内容を、理解しているのかわからない場面を評価者

等が観察した。機能班は、問いかけを理解し対応していたが、周囲にも返答が

聞こえなければ、指示事項への対応が漏れていた場合、気付くことができない

可能性があった。 

課題：指揮者が各機能班の活動状況を把握するという観点から、指示事項を理解し、

活動を開始したことを各機能班は指揮者に伝達すべきであった。 

原因：現運用は、各機能班によるマイクを使用した発言により、発電所対策本部への

重要な報告、防災対応の検討等に混乱が生じることを避けるため、プラント状

況、機器の復旧状態等の重要な内容以外は、マイクを使用しない運用としてい

たことから、マイクを使用した返答を実施しなかった。 

対策：各機能班がマイクを使用する内容を再検討し、マニュアルに反映する。また、

マイク以外の有効な伝達手段がないか検討する。 

 

ｂ．本店対策本部（若狭）との連携の改善 
［７．（１）要員参集訓練（本部運営訓練）での改善］ 

問題：プラント状態が厳しい状況となり、ＥＡＬの該当条件に近づいていることを、

機能班が発電所対策本部に伝え、共有することができていなかった。その結果、

本店対策本部（若狭）へも速やかな情報共有ができなかった。 

課題：プラント状況等の重要な情報は速やかに情報共有するという観点から、ＥＡＬ

に進展する可能性のある状況については、速やかに情報共有すべきであった。 

原因：プラント状態が厳しい状況である旨は報告されていたが、それに関連したＥＡ

Ｌについては、判断基準に時間要素があるもの以外はＥＡＬの発信条件となっ

た時点で発話を実施する運用としていた。 

対策：ＥＡＬに進展する可能性のある事象について発話すべき条件をまとめ、その条

件となった場合には、発電所機能班は発話を行い、TV会議専任者は本店対策本

部（若狭）に対し遅滞なく報告する運用を定め、マニュアルに反映する。 
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（２）本店対策本部（若狭） 

ａ．ＥＲＣ説明における基本動作の習熟 
［７．（１）要員参集訓練（本部運営訓練）での改善］ 

問題： ＥＲＣからのプラント挙動や今後の対策などのＱＡ対応において、発話ミスや
時間情報の説明不足など、スムーズな説明ができなかった。 

課題：ＥＲＣへの報告に際しては、その情報を基に、ＥＲＣ内、官邸等へ情報発信に

用いられることを考慮し、情報の速さ、正確性、分かりやすさ等を考慮した報

告が求められるが、時間情報の報告遅れ、発話ミスがあった。 
原因：ａ．ＥＲＣへの速やかな情報提供に傾倒しすぎた結果、ＥＲＣに説明する元情

報となる情報メモについて、ＰＳウォッチャーは速さを重視してＴＶ会議専

任者の正式発話（時間含む）を待たずに、発電所本部内音声を基に情報メモ

を作成および送付し、情報メモを受け取ったＥＲＣ説明者は一部に時間情報

のない情報メモに基づき説明したことから、時間の報告が遅れた。  
ｂ．ＥＲＣへの速やかな情報提供に傾倒しすぎた結果、受け取った情報につい

て、頭の整理が中途半端な状態で発話を開始した結果、発話ミスに繋がった。 
対策：ａ．時間等の必要な情報が情報メモに記載されるよう、原則、ＰＳウォッチャ

ーは、ＴＶ会議専任者の正式発話を待って情報メモを発行すること、また時

間の情報が記載されていない情報メモが発行された場合、即応Ｃ情報チーム

内の要員がＳＰＤＳ等を確認し、時間情報の追加を行う。 
ｂ．ＴＶ会議での説明方法（発話方法、書画の活用等）について、良好事例／

課題事例を蓄積し教材として整理した上で、具体的な説明方法について教育

を行うことで一層の力量向上を図る。  
 

ｂ．ＥＲＣ説明体制における柔軟なフォロー体制の構築 
［７．（１）要員参集訓練（本部運営訓練）での改善］ 

問題：ＥＲＣ説明の体制において、説明補助者に複数の業務が集中することで、説明

補助者の業務が適切に実施できず、発話情報の整理、ＱＡ管理等が適切に実

施できていなかった。 
課題：ＥＲＣ説明の体制においては、円滑な説明ができるよう各々の要員に業務を割

り振っており、この業務が一部要員に過度に集中することなく、各要員が円

滑に業務を実施できる体制が必要であるが、説明補助者が複数の業務（発話

情報の整理、ＱＡ管理・回答、ＥＲＣ説明のフォロー等）を担当する体制に

なっており、説明補助者は、ＥＲＣ説明のフォローが増えた際、多忙により

他の業務（発話情報の整理、ＱＡ管理等）を適切に実施出来ない状況であっ

た。また、他の要員によるＱＡ管理等に係るフォローが出来ていなかった。 
原因： 情報フロー、役割分担の明確化を継続して進めていたものの、役割分担外の

柔軟な対応については、明確に定めたものはなく、他の要員によるフォロー

が出来なかった。また、説明補助者は、ＥＲＣ説明におけるフォローを行う

程度次第で業務量が大きく変動することから、特にＥＲＣ説明フォロー時に

おいては過度に業務が集中する業務分担であった。 
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対策：要員間のフォローについて、柔軟な対応を可能とする仕組みを構築する。ま

た、説明補助者の負荷を軽減するため、ＱＡ管理をＱＡ対応者で実施するよ

う、役割分担を見直す。 
 

ｃ．社外ＱＡ対応における運用の明確化 
［７．（１）要員参集訓練（本部運営訓練）での改善］ 

問題：ＥＲＣプラント班からのＱＡ対応に関して、リエゾン経由のものは、ＣＯＰ・

リエゾン担当者からＱＡ担当者を通じて各機能班に問い合わせを行い、各機

能班で回答を作成する運用であるが、ＱＡ担当者がその場で即答できるよう

な軽微なＱＡについて、ＱＡ担当者自身で回答して良いのか、裁量が不明確

であったため、即答できるＱＡも各機能班に確認することで迅速な回答がで

きなかった。 
課題：ＱＡ対応においては、正確な回答を行うために、原則として各機能班に回答を

確認するものの、各機能班に聞くまでもなく正確な回答をＱＡ担当者自身で

回答できるようなものについては、速やかに回答できるよう柔軟な運用を認

めるべきであるが、そのような運用の可否が不明確であった。 
原因：本件に関する裁量について、マニュアル上で明確化されていない。 
対策：各機能班に問い合わせせずに回答可能なＱＡについて、即応Ｃ情報チーム内だ

けで回答する運用を明確化することで、迅速な回答を実施する。 
 

以 上 
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別紙２ 

 

防災訓練の結果の概要（要素訓練） 

 

１．訓練の目的 

  本訓練は、発電所において原子力災害が発生した場合に、あらかじめ定められた機能を有効

に発揮できるように実施する訓練であり、手順書の適応性や必要な人員・資機材確認等の検証

を行うとともに、反復訓練によって手順の習熟および改善を図るものである。 

 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日 

２０１９年２月１９日（火）～２０２０年２月１４日（金） 

(上記期間で計画的に実施した。) 

（２）対象施設 

美浜発電所 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 

訓練ごとに実施責任者を設け、参加者が訓練を行う。 

詳細は、「添付資料」のとおり。 

（２）評価体制 

定められた手順どおりに訓練が実施されたかを実施責任者（未適合炉想定での通報連絡

訓練は、別の評価者も設置）が評価する。また、訓練を通じて要改善事項がなかったかを

確認する。 

（３）参加人数 

「添付資料」のとおり。 

 

４．原子力災害想定の概要 

（１）緊急時環境モニタリング訓練 

原災法第１０条第１項該当事象の発生に伴う緊急時を想定し、発電所敷地内および敷地

境界付近において、代替モニタ等による空間放射線量率の測定、環境試料の採取および測

定を行う状態を想定 

（２）全交流電源喪失対応訓練 

全交流電源喪失、緊急時の除熱機能喪失および使用済燃料ピット除熱機能喪失の状態を

想定 

 （３）未適合炉想定での通報連絡訓練 

休日の当番体制において、使用済燃料ピット除熱機能喪失の状態を想定 

 

５．防災訓練の項目 

要素訓練 
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６．防災訓練の内容 

（１）緊急時環境モニタリング訓練 

（２）全交流電源喪失対応訓練 

（３）未適合炉想定での通報連絡訓練 

 

７．訓練結果の概要（「添付資料」参照） 

（１）緊急時環境モニタリング訓練 

・可搬式モニタリングポストによるモニタリングポストの代替措置訓練やモニタリングカ

ーによる測定訓練を実施。 

（２）全交流電源喪失対応訓練 

・全交流電源喪失、緊急時の除熱機能喪失および使用済燃料ピット除熱機能喪失を踏まえ

た緊急安全対策の個別対応操作について、実動訓練を実施。 

・シビアアクシデント対策に係る訓練として、原子炉への海水注入手順および中央制御室

の環境維持のための操作、主要計器が確認出来ない場合の可搬型計器の接続や使用方法

ならびにホイールローダー等による模擬がれき等の除去に係る実動訓練を実施。 

・訓練にあたり、本設機器へ直接影響が生じる手順は模擬とし、現場での操作確認または

机上での手順確認を実施。 

（３）未適合炉想定での通報連絡訓練 

・休日の当番体制において、現状の設備状況を踏まえた訓練として、使用済燃料ピット除

熱機能喪失の状態を想定。 

・通報連絡要否判断、通報連絡文の作成および関係箇所(模擬)への迅速かつ確実な通報を

実施。 

 

８．訓練の評価 

・各要素訓練について定められた手順どおりに訓練が実施されていることを確認できた。 

・未適合炉想定での通報連絡訓練については、現状の設備状況を踏まえた通報連絡要否判断、 

 関係箇所(模擬)への迅速かつ確実な通報が実施されていることを確認できた。 

訓練毎の評価結果は、「添付資料」のとおり。 

 

９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

各要素訓練で抽出された改善点および今後に向けた改善点は、「添付資料」のとおり。 

 

以 上 

 

〈添付資料〉 

要素訓練の概要 
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ー
ビ
ン
保
修
課
長
 

②
緊
急
安
全
対
策
要
員
の
う
ち
、
給
水
要

員
、
設
備
要
員
、
運
転
支
援
要
員
 

 

良
 

特
に
な
し
 

特
に
な
し
 

今
後
に
向
け
て
更
な
る
習
熟

を
図
る
。
 

(
1
)
消
防
ポ
ン
プ
お
よ
び
仮
設
中
圧
ポ
ン
プ
等

に
よ
る
蒸
気
発
生
器
へ
の
給
水
手
順
の
実

動
訓
練
を
実
施
 

  (
2
)
デ
ィ
ー
ゼ
ル
駆
動
式
大
容
量
ポ
ン
プ
に
よ

る
余
熱
除
去
系
統
へ
の
冷
却
海
水
供
給
手

順
の
実
動
訓
練
を
実
施
 

1
3
回
 

6
0
名
 

   

3
回
 

5
名
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要
素
訓
練
の
概
要

 

 

概
要
 

実
施
体
制
 

（
①
実
施
責
任
者
、
②
参
加
者
）
 

訓
練
回
数
 

参
加
人
数
 

評
価
 

結
果
 

当
該
期
間
中
の
改
善
点
 

今
後
の
原
子
力
災
害
対
策
 

に
向
け
た
改
善
点
 

使
用
済
燃
料
ピ
ッ
ト
の
除
熱
機
能
確
保
に
係

る
訓
練
 

  ①
原
子
燃
料
課
長
、
所
長
室
課
長
（
総
務
）
 

②
緊
急
安
全
対
策
要
員
の
う
ち
、
給
水
要
員
、

設
備
要
員
 

 

良
 

特
に
な
し
 

特
に
な
し
 

今
後
に
向
け
て
更
な
る
習
熟

を
図
る
。
 

消
防
ポ
ン
プ
等
に
よ
る
使
用
済
燃
料
ピ
ッ
ト

へ
の
給
水
手
順
の
実
動
訓
練
を
実
施
 

1
8
回
 

4
1
名
 

シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
に
係
る
訓
練
 

  (
1
)
①
所
長
室
課
長
（
総
務
）
、
原
子
炉
保
修
課

長
、
発
電
室
長
 

②
緊
急
安
全
対
策
要
員
の
う
ち
、
給
水
要

員
、
電
源
要
員
、
設
備
要
員
、
運
転
支
援

要
員
 

(
2
)
①
原
子
炉
保
修
課
長
 

②
緊
急
安
全
対
策
要
員
の
う
ち
、
給
水
要

員
、
設
備
要
員
、
運
転
支
援
要
員
 

(
3
)
①
計
装
保
修
課
長
 

②
緊
急
安
全
対
策
要
員
の
う
ち
、
設
備
要
員
 

 

 

 

良
 

特
に
な
し
 

特
に
な
し
 

今
後
に
向
け
て
更
な
る
習
熟

を
図
る
。
 

(
1
)
可
搬
式
エ
ン
ジ
ン
駆
動
ポ
ン
プ
や
消
防
車

に
よ
る
原
子
炉
へ
の
海
水
注
入
手
順
の
実

動
訓
練
を
実
施
 

  (
2
)
全
交
流
電
源
喪
失
時
の
中
央
制
御
室
非
常

用
循
環
フ
ァ
ン
の
運
転
に
よ
る
環
境
維
持

の
た
め
の
手
順
の
実
動
訓
練
を
実
施
 

(
3
)
主
要
計
器
が
確
認
出
来
な
い
場
合
の
可
搬

型
計
器
使
用
方
法
、
接
続
お
よ
び
測
定
の
た

め
の
手
順
の
実
動
訓
練
を
実
施
 

 

1
2
回
 

7
2
名
 

   

1
回
 

4
名
 

 

2
回
 

2
2
名
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要
素
訓
練
の
概
要

 

 

３
．
未
適
合
炉
想
定
で
の
通
報
連
絡
訓
練
（
訓
練
実
施
日
：
２
０
２
０
年
２
月
１
４
日
実
施
）
 

概
要
 

実
施
体
制
 

（
①
実
施
責
任
者
、
②
参
加
者
）
 

訓
練
回
数
 

参
加
人
数
 
評
価
 

結
果
 

当
該
期
間
中
の
改
善
点
 

今
後
の
原
子
力
災
害
対
策
 

に
向
け
た
改
善
点
 

未
適
合
炉
想
定
で
の
通
報
連
絡
訓
練
 

①
 
安
全
・
防
災
室
課
長
 

②
 
副
所
長
 

②
 
安
全
・
防
災
室
課
長
 

②
 
電
気
工
事
グ
ル
ー
プ
課
長
 

②
 
発
電
所
課
長
 

 

４
名
 

良
 

特
に
な
し
 

特
に
な
し
 

今
後
に
向
け
て
更
な
る
習
熟
を

図
る
。
 

・
通
報
連
絡
要
否
判
断
、
通
報
連
絡
文
の
確
実

な
作
成
及
び
社
内
外
関
係
箇
所
（
模
擬
箇

所
）
へ
迅
速
か
つ
確
実
な
通
報
連
絡
（
警
戒

事
態
、
原
災
法
第
１
０
条
事
象
、
第
１
５
条

事
象
、
第
２
５
条
報
告
）
が
で
き
る
こ
と
を

確
認
す
る
。
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別紙３ 

防災訓練の結果の概要（要素訓練） 

 

１．訓練の目的 

   原子力規制庁と事業者において、事故時におけるプラント情報を迅速かつ正確に共有でき

ることを確認することを目的とし、ＥＲＣとの情報共有の改善のため、発電所対策本部にお

いては所内ブリーフィング時のＣＯＰ（共通運用図）の定例発行に加えて戦略変更時にもＣ

ＯＰを臨時発行し、本店対策本部（若狭）においてはＣＯＰの手書き更新による最新化を運

用するとともに新たにマニュアルに定めた説明の優先順位に基づき説明を実施することでＥ

ＲＣ説明の対応が適切に行えることを確認する。 

 また、発電所において原子力災害が発生した場合における後方支援活動について、あらか

じめ定められた機能を有効に発揮できるよう、手順書や必要な人員・資機材確認等の検証を

行うことにより、後方支援活動が適切に行えることを確認する。 

 

２．実施日および訓練対象 

（１）実施日 

２０１９年４月２５日（木）、８月３０日（金）、８月３１日（土） 

（訓練ごとの実施日については、「添付資料」のとおり。） 

（２）訓練対象 

    本店対策本部（若狭） 

    原子力事業所災害対策支援拠点 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

 （１）実施体制 

    訓練の実施責任者を設け、参加者が訓練を行う。 

    詳細は、「添付資料」のとおり。 

（２）評価体制 

  事故時におけるプラント情報を迅速かつ正確に共有されたかを実施責任者が評価する。

また、訓練を通じて改善事項の抽出がなかったかを確認する。 

（３）参加人数 

「添付資料」のとおり。 

 

４．原子力災害想定の概要 

（１）本部運営訓練 

高浜、大飯発電所で地震、全交流電源喪失および１次冷却材喪失等の発生を想定。 

（２）後方支援活動訓練 

美浜発電所で地震、全交流電源喪失および１次冷却材喪失等の発生を想定。 

 

５．防災訓練の項目 

   要素訓練 
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６．防災訓練の内容 

（１）本部運営訓練（事業本部：原子力規制庁対応） 

（２）後方支援活動訓練 

 

７．訓練結果の概要（「添付資料」参照） 

 （１）本部運営訓練 

・２０１８年１２月訓練と同一のシナリオにおいて、発電所対策本部においては戦略変更

時のＣＯＰの臨時発行、本店対策本部（若狭）においてはＣＯＰの手書き更新運用、優

先順位に基づく説明運用、ＳＦＰ状況シートの新規運用を実施し、原子力規制庁ＥＲＣ

と情報共有を実施することができた。 

（２）後方支援活動訓練 

  ・原子力事業者間の支援活動訓練として、他社（北陸電力、中国電力、四国電力、九州電

力、日本原電、ＪＡＥＡ）から支援要員が実参集し、住民避難に係るスクリーニング訓

練、現地支援拠点（美浜整備センター）における若狭支援連携本部運営訓練、美浜ＯＦ

ＣにおけるＯＦＣ支援連携グループ運営訓練の活動への参加を通じて、役割、対応手順

の確認を実施することができた。 

  ・原子力事業所災害対策支援拠点の活動訓練として、支援拠点である美浜整備センターに

て、実際に中核施設（現地本部）、前線施設および協力施設（若狭支援連携本部）を設

営することで、各施設、設備の設営手順、通信機器等の使用方法、運営手順の確認を実

施することができた。 

  ・原子力緊急事態支援組織との連動訓練として、美浜原子力緊急事態支援センターが保有

する機材（無線操作ロボット）の出動要請（実連絡）および無線操作ロボットの実移送

と発電所構内への受け入れならびに遠隔操作訓練により、各手順の確認を実施すること

ができた。 

                                      

８．訓練の評価 
（１）本部運営訓練は、各対策の実施により、ＥＲＣとの情報共有において改善の有効性が確認

できた。 
（２）後方支援活動訓練は、後方支援拠点の運営に係るマニュアルどおりに訓練が実施されてい

ることを確認できた。 
訓練毎の評価結果は、「添付資料」のとおり。 

     
９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

 各要素訓練で抽出された改善点および今後に向けた改善点は、「添付資料」のとおり。 

 

 以 上 

 

〈添付資料〉 

要素訓練の概要 
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添
付
資
料

 
要
素
訓
練
の
概
要

 

１
．
本
部
運
営
訓
練
（
原
子
力
規
制
庁
対
応
）
（
訓
練
実
施
日
：
２
０
１
９
年
４
月
２
５
日
）
、
参
加
人
数
：
２
１
名
）
 

概
要
 

実
施
体
制
 

（
①
実
施
責
任
者
、
 

②
参
加
者
）
 

評
価
結
果
 

抽
出
さ
れ
た
改
善
点
 

今
後
の
原
子
力
災
害
対
策
 

に
向
け
た
改
善
点
 

・
Ｅ
Ｒ
Ｃ
説
明
時
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
最
新
化
管
理
に
つ
い

て
確
認
を
行
い
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
手
書
き
更
新
、
Ｃ
Ｏ

Ｐ
発
行
頻
度
の
増
加
に
よ
り
、
最
新
の
情
報
を

Ｃ
Ｏ
Ｐ
を
用
い
て
説
明
し
て
い
る
こ
と
を
確
認

し
た
。
 

 ・
Ｓ
Ｆ
Ｐ
状
況
報
告
の
遅
れ
改
善
対
策
と
し
て
、

Ｓ
Ｆ
Ｐ
状
況
シ
ー
ト
を
活
用
し
た
こ
と
に
よ

り
、
速
や
か
に
デ
ー
タ
を
入
力
し
、
Ｅ
Ｒ
Ｃ
へ

報
告
で
き
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

 
 ・
情
報
の
優
先
順
位
に
基
づ
き
適
時
カ
ッ
ト
イ
ン

し
て
発
話
す
る
こ
と
よ
り
、
遅
延
な
く
プ
ラ
ン

ト
情
報
等
に
つ
い
て
Ｅ
Ｒ
Ｃ
へ
報
告
で
き
て
い

る
こ
と
を
確
認
し
た
。
 

 ①
危
機
管
理
グ
ル
ー
プ

チ
ー
フ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
 

②
即
応
セ
ン
タ
ー
対
応

チ
ー
ム
要
員
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ

作
成
要
員
 

良
 

発
災
時
の
対
応
と
し
て
、
遅
滞
な
く
Ｅ
Ｒ

Ｃ
と
情
報
共
有
で
き
た
も
の
の
、
「
号
機
」

な
ど
の
発
話
の
基
本
動
作
に
一
部
漏
れ
が
あ

っ
た
。
 

こ
れ
は
、
基
本
動
作
に
つ
い
て
は
説
明
マ

ニ
ュ
ア
ル
に
留
意
事
項
等
と
し
て
記
載
し
て

い
る
も
の
の
、
今
回
の
訓
練
で
説
明
者
を
交

代
し
た
こ
と
も
あ
り
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
記
載

だ
け
で
は
、
具
体
的
な
事
例
が
分
か
り
に
く

い
も
の
と
な
っ
て
い
た
。
 

Ｅ
Ｒ
Ｃ
説
明
の
「
良
好
事
例
／
改
善
事
例

集
」
を
作
成
し
、
Ｅ
Ｒ
Ｃ
説
明
者
等
へ
の
教
育

を
行
う
こ
と
で
基
本
動
作
の
定
着
を
図
る
。
 

２
．
後
方
支
援
活
動
訓
練
（
訓
練
実
施
日
：
２
０
１
９
年
８
月
３
０
日
～
３
１
日
）
、
参
加
人
数
：
９
３
名
）
 

概
要
 

実
施
体
制
 

（
①
実
施
責
任
者
、
 

②
参
加
者
）
 

評
価
結
果
 

抽
出
さ
れ
た
改
善
点
 

今
後
の
原
子
力
災
害
対
策
 

に
向
け
た
改
善
点
 

原
子
力
事
業
者
間
の
支
援
活
動
訓
練
 

①
危
機
管
理
グ
ル
ー
プ

チ
ー
フ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
 

②
発
電
所
派
遣
要
員
、

本
店
派
遣
要
員
、
他
社

支
援
要
員
 

良
  

特
に
な
し
 

 
特
に
な
し
 

今
後
に
向
け
て
更
な
る
習
熟
を
図
る
 

・
原
子
力
事
業
者
の
支
援
連
携
と
し
て
、
北
陸
電

力
２
名
、
中
国
電
力
２
名
、
四
国
電
力
２
名
、
九

州
電
力
２
名
、
日
本
原
電
４
名
、
Ｊ
Ａ
Ｅ
Ａ
４
名

の
計
６
社
１
６
名
が
実
参
集
し
、
ス
ク
リ
ー
ニ

ン
グ
会
場
（
う
み
ん
ぴ
あ
大
飯
）
に
お
け
る
住
民

避
難
に
係
る
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
訓
練
、
現
地
支

援
拠
点
（
美
浜
整
備
セ
ン
タ
ー
）
に
お
け
る
若
狭

支
援
連
携
本
部
運
営
訓
練
、
Ｏ
Ｆ
Ｃ
（
美
浜
Ｏ
Ｆ

Ｃ
）
に
お
け
る
Ｏ
Ｆ
Ｃ
支
援
連
携
グ
ル
ー
プ
運

営
訓
練
を
実
施
し
た
。
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添
付
資
料

 
要
素
訓
練
の
概
要

 

概
要
 

実
施
体
制
 

（
①
実
施
責
任
者
、
 

②
参
加
者
）
 

評
価
結
果
 

抽
出
さ
れ
た
改
善
点
 

今
後
の
原
子
力
災
害
対
策
 

に
向
け
た
改
善
点
 

原
子
力
事
業
所
災
害
対
策
支
援
拠
点
の
活
動
訓
練
 

①
危
機
管
理
グ
ル
ー
プ

チ
ー
フ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
 

②
現
地
支
援
チ
ー
ム
要

員
、
他
社
支
援
要
員
 

良
  

特
に
な
し
 

 
特
に
な
し
 

今
後
に
向
け
て
更
な
る
習
熟
を
図
る
 

・
原
子
力
事
業
所
災
害
対
策
支
援
拠
点
を
美
浜
整

備
セ
ン
タ
ー
に
設
置
し
、
中
核
施
設
（
現
地
本

部
）
の
設
営
・
運
営
訓
練
、
前
線
施
設
の
設
営
訓

練
お
よ
び
協
力
施
設
（
若
狭
支
援
連
携
本
部
）
の

設
営
・
運
営
訓
練
を
実
施
し
た
。
 

 原
子
力
緊
急
事
態
支
援
組
織
と
の
連
動
訓
練
 

①
危
機
管
理
グ
ル
ー
プ

チ
ー
フ
マ
ネ
ジ
ャ
ー
 

②
発
電
所
対
策
本
部
要

員
、
本
店
対
策
本
部
（
若

狭
）
要
員
、
美
浜
原
子

力
緊
急
事
態
支
援
セ
ン

タ
ー
要
員
 

良
  

特
に
な
し
 

 
特
に
な
し
 

今
後
に
向
け
て
更
な
る
習
熟
を
図
る
 

・
発
電
所
対
策
本
部
か
ら
美
浜
原
子
力
緊
急
事
態

支
援
セ
ン
タ
ー
が
保
有
す
る
機
材
（
無
線
操
作

ロ
ボ
ッ
ト
）
の
出
動
要
請
を
受
け
た
本
店
対
策

本
部
（
若
狭
）
が
、
美
浜
原
子
力
緊
急
事
態
支

援
セ
ン
タ
ー
へ
、
支
援
の
要
請
を
行
う
と
と
も

に
、
移
送
さ
れ
た
無
線
操
作
ロ
ボ
ッ
ト
の
発
電

所
構
内
へ
の
受
け
入
れ
お
よ
び
遠
隔
操
作
訓
練

を
実
施
し
た
。
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